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PublicDomainの著作物を利用することのリスク
ー ｢シェー ン｣事件 とチ ャップ リン事件 の比較か ら分かること-













































































































































































































































間ハ他ノ著作物ノ期間ヨリ短キヲ常トス,｣と説明している (水野鉄太郎 r-%J作稚法要並｣有斐閣iLt:房 明法皇
(1899年)94-95貫 )O
もっとも 映`画の著作権者は誰か'という問掛こついては.現行著作権法下であっても宇宙戦艦ヤマト事件 (莱







① rサニーサイド｣ 1919年 (大正8年)6月公表
(参 r偽牧師j 1923年 (大正12年)1月公表
@ r巴里の女性j 1923年 (大正12年)10月公表
(彰 r黄金狂時代1 1925年 (大正14年)8月公表
(9 r街の灯j 1931年 (昭和6年)2月公表
(参rモダン･タイムス｣ 1936年 (昭和11年)2月公表
(丑 r独裁者1 1940年 (昭和15年)10月公表
(致 r殺人狂時代1 1947年 (昭和22年)10月公表





















































































































昭52 2 28奴体財産稚関係民ZiT行政裁判例継9巷1号145頁)を粁製しているとする指摘がなされている (普










































































12月31日､② ｢偽牧師｣平成5年 (1993年)12月31日､③ ｢巴里の女性｣平成5年 (1993年)12月31日､④ ｢黄金
狂時代｣平成7年 (1995年)12月31El､⑤ ｢街の灯｣平成13年 (2001年)12月31日､(砂｢モダン タイムス｣平


















































































































































































































戟-小判平2110 8判例災未登載｡但し､結論としては新聞報道等で ｢｢生きる｣など黒沢明監督 (1998年死
去)の12作品が格安DVDで血断販売されたとして､東宝､松竹､角川映画の3社がDVD型圭造業者に対し､販光
差し止めなどを求めた3件の訴訟の上告審で,叔高裁第1,J､法廷 (宮川光治戟判長)は8日､業者側の上告を退け
る決定をし (雑著注 原文まま)｣ている (山r態新聞WebNEWS｢黒沢明監督12作品にも著作権 東宝など3社､
勝訴確定｣(2009年10月8日記事)htp//wwwsanyoonlCOjp/news_k/news/d/2009100801000668/(2010年6月
16Elアクセス))ことや､その原審である知財高数における判決 (知財満鉄平20 7 30判夕1301号280貫)を踏
まえて上告を棄却していることから考えて､チャップリン申件と同じ法理による結論に至っていると考えられる｡
チャップリンすi件判決の原林である知財滴数では､こういった著作権保冨短期間に関する調査栽務について.｢控
訴人ら代安着は､被控訴人からの警告btに対して､格別の調査をした形跡がなく､昭和45年改正法附則7粂の経
過規定を石過して､本件9作品に旧法の適用がなく､直ちに昭和45年改正法54粂1項の適用があると誤僧し､本
件9作品の著作権の存続Ig日印が満了していると主張していたのであって,解釈の基本において既に誤っていたと
いうほかはないC要するに､控訴人らは､旧法の適用を考慮に入れていないため､だれが映画の著作者であるか
という問題怒言放を持つこともなく､短絡的に本件9作品の著作権の存続期間が満了していると主張していたので
ある｡<改行>本件9作品が旧法の適用を受けることは昭和45年改正法附則7条から明らかであり､その際､だ
れを映画の著作権者とするのが適当かという古については考え方が分かれるが.旧法の解釈としては､文芸､学
術又は突衝の乾端に屈する一般的な著作物と同株､実際に著作活軸をした者を映画著作物の著作者としているも
のである｡<改行>したがって､被控訴人の苛告を受けた控訴人らが調査を尽くせば､本件9作品の著作権の存
続期間が満了しているといえないことを十分に理解し得たということができるC<改行>そうすると､控訴人ら
が調査兼務を怠ったことは明らかであって,少なくとも過失が成立するものということができ｣ると判示してい
るが､本件のような事情にある:吸合はともかく､通常の一般人にまでこれと同じような調査先務が課せるかにつ
いては､鎌者としては甚だ疑問がある.
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PublCDomalnの著作物を利用することのリスク 田中 宏和
本稿が示したように著作権保護期間について立法が関わる問題は､保護期間が消滅する●際'になっ
て初めて浮き彫りになることが多い傾向がある｡そこでは､問題が発生した時代の裁判所において､当
時の立法者意思や立法趣旨といったものからかけ離れた解釈がなされることとなるであろう｡そこで､
我々が忘れてはならないのは､この"保護期間の解釈のズレqというものは､間違いなく"利用者のリ
スクrとなって､我々に多大な萎論効果をもたらすということである｡PubhcDomalnという､公に供
された領域に存在する著作物である以上､リスクを採って新たなビジネスモデルを開発しようとする
者だけに当該領域が開かれるといった歪んだ状況を生み出すことがあっては決してならない｡本箱で
検討した2件の判決で是認されたことが､本当に ｢文化の発展に寄与する｣と高らかに詣う著作権法
1条に法律の目的趣旨に沿う結論となるのか､裁判所には今後､`旧法下の映画の著作物に関する著作
者を認定する基準■を ｢映画の著作物の全体的形成に創作的に寄与した者｣という裁判所でしか実質
的に判断できないような抽象的なものに求めず､誰の日にも明らかな具体的な要件でもって指し示す
ことの検討を期待したいところである｡
前述の ｢シェーン｣事件判決第一審で述べられた ｢著作権法は､保護の対象とする権利の範囲やそ
の権利を侵書することになる行為の範閏を規定し､ <中略> その規定が-美的に明確といえ
ないような場合は､社会一般人に対して不測の損害を与えることのないよう､その解釈も社会一般人
が読み取ることのできる解釈によるべきものといえる｡｣という言葉を思い返して欲しい｡｢シェーン｣
事件判決とチャップリン事件判決の関連性を論じるだけで､本稿のようにそれ相応の紙帽が必要な解
釈というものが､果たして"社会一般人が読み取ることのできる解釈によるべきもの●'と洗える串が出
来るのであろうか｡否､それはおそらく絶対に述うであろうO
結論として､｢シェーン｣事件判決とチャップリン串件によって生まれた判例法理は,旧法下の映画
の著作物に関して､` 権利者から訴えられるリスクが恐ろしくて使えないもの"へと押し下げられてし
まうものであったと言わざるを得ないC筆者が危倶するのは､このようなことが続くことによって
p`ublICDomalnという人類共通の遡産であるべきものが､その萎縮効果によって日本で利用されなく
なる●■のではないかということである｡ある程度のリスクを負わないと使えないようなPublCDomam
の著作物の状況が,人類共通の遺産としてふさわしいのかどうかを､我々は今一度考える必要がある
のではないだろうか｡
156
